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要約:2005年 わが国は死 亡数が出生数を上回 る人 口自然減 が始 まった。今後、わが国 の人 口は長期 の人 口減

少過 程に入 り、2048年 には総人 口が1億 を割 り9,913万 人 にな ると推計 されてい る。一方で、高齢者人 口は

「団塊の世代」が65歳 以上 となる2015年 か ら急速 に増加 し2042年3,878万 人で ピー クを迎 えた後減少に転

じるとされ る。 高齢化や 人 口減 少社 会は、 これ までの成長型 モデル とはまった く違った特徴 をもつ と考 えら

れ る。毎年 数十万人が減 少す るとい うこ とを前提 に、われわれは多 くの課題 に立 ち向かわ なけれ ばな らない。

本稿 では、すでに高齢化率50%を 超 える超 高齢社会 となっている高知 県物部 町を事例 に、物 部町の現在 ・過

去を概観 し、超高齢 社会の将来の可能性 を検 討す る。

1.は じ め に

近 代 日本 は、あ らゆ る面において 「成長」す る

ことを前提 に社会 システム を築 くことに専心 し、

一定の成果 をあげ ることに成 功 した
。 特 に経済成

長 と技術 の進 歩は、過酷 な労働 か ら人び とを解放

し、その生活を豊かに して きた。

しか し一方で、「成長」を支 えて きた労働 力や経

済、社 会条件 が大 きく変化 しつつあ る現在、わが

国は新 しい社会モデルを必要 と してい るよ うに感

じられ る。 と りわ け、高齢化 問題 と人 口減少問題

は、先進 国に共通す る課 題であ り、他 の先進 国 に

先駆 けて、人 口減少や高齢化 が進展 してい るわが

国は、今 後起 こ りうる現象や課題 を克服 してい く

必 要があ り、世界か らも注 目されてい る。

図1は それぞれ 「国勢調 査」データ に基づ き、

全国及び高知県 と物部町の人 口推移 を表 した もの

であ る。

わが国の総人 口は2005年 に戦後初 めて減 少 し

たが、2006年 か ら2010年 までは増減 を繰 り返 し

た。 しか し、2011年 に25万9千 人減 、2012年 は

10月 時点で28万4千 人 と過 去最大の減少 とな り、

今後 も急 ピッチ で人 口が減少す る と推計 されてい

る1)。
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資料:全 国:総 務省統計局 「国勢調査」人ロの推移と将来人ロ

高知県:総 務省統計局 「国勢調査」都道府県別

物部町:総 務省統計局 「国勢調査」市町村別人ロの推移

図1.人 口の推 移

一方
、高知県 は高度経済成長期の1960年 か ら

1970年 まで、都市圏 に向けて 人 口が流 出 してい る
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が、1970年 か ら1985年 前後まで増加 してい る。

この時期 地方か ら都 市への人 口移動が減少 してお

り、そ の直接的 な原因 につい て縄手(2008)は 「都

市部 と地方 との所 得格差の縮 小であ る」 とし、そ

の背 景に、①全国総合計画の策定 と膨 大な公共投

資、②工場 三法等、都 市部にお ける工場立地の制

限 と地方にお ける立地促進 を図 る産業政策が講 じ

られ、工業化 の波が地方に も波及 した こ と、③地

方に公共事業関係 費が重点的に投下 された ことを

挙げてい る2)。しか し1990年 にな ると再び人 口減

少 に転 じ、以来ず っ と減 少 し続 け、近年減少幅が

大き くなってい る。

そ して、本稿 で と りあげ る物部町の人 口減 少は、

高度 経済成 長期前か らす でに始まってお り、現在

に至 るまで減 少の一途をた どってお り、高齢 化率

も2010年 には52.8%と な り、すでに住民の半数以

上が65歳 以上の高齢者 となってい る。

わが国の人 口が更に減少 し、高齢 化が進 展 して

ゆ く中で、われわれが新 しい社会モデル を描 く と

き、 よ りよい選択 をす るためには、過 去 ・現在 ・

未 来 を正 しく理解 し、判 断す る必要が ある。

物 部町の よ うに超 高齢社 会が よ り進 行 した社会

が どの よ うに形成 されて きたのか、現在 どの よ う

に成 立 してい るのか。 この地域 に生 きる人々の暮

ら しや社 会実態を見なが ら、その将来像 を検 討 し

てい きたい。

現在定義 され てい る高齢者人 口割合でそ の社会

を規定 して しま うのは、現実感 との ズ レが あるよ

うにも思 われ るが、高齢化 とい う人 口現象 はそ の

社会 に大 きな影響 を与 える一つ の要因で ある と考

え られ る。

そ こで、 まず は人 口高齢化 のメカニ ズム を確認

してお きたい。

2.1人 口高齢化 の メカニズ ム

人 口構造 は、 出生 ・死亡の 自然増減 と転 入 ・転

出 の社会増減 によって決定 され る。つ ま り、人 口

が増加 す るた めには、① 出生数 を増加す る、②死

亡数 を減少す る、③転入数 を増加す る、④転 出数

を減少す る以外 にはな い。ゆえに、人 口高齢化 は、

これ らの 人 口動態が多産多死 か ら少産少死へ と変

化す るこ とで起 こ り、若年層 の域外流 出によって

加速す るこ とになる。
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平成23年 度 高知県の集落調査 「高知県の集落」より抜粋

図2.高 知県人 口の 自然動態 の推移

2.超 高齢社会

国連は高齢者人 口割合 が7%水 準 に達 した こと

を もって高齢 化社会 と し、そ の割合が14%水 準 に

達 した段 階 を高齢化社 会 と してい る。 そ して、超

高齢 社会の定義については明確 な定義や関連す る

資料 はないが、一般 には20%又 は21%以 上 として

い る場合 が多い。

これ らの定義 か らす ると、日本 は1995年 に、高

知県は1984年 に、物部町(旧 物部村)は1970年

に高齢社 会 とな り、超 高齢社 会 に至ったのは、 日

本 が2005年 、高知県が1995年 、物部町が1980

年であ る3)。

社 会の人 口規模 と高齢化 の開始時期は違ってい

るが、日本 、高知県、物部町 ともに10～11年 で高

齢 社会か ら超 高齢 社会に移行 してい る。

なお、2011年 現在、 日本 の高齢化率 は23.3%、

高知県が29.0%、 物部町は2010年 時点で高齢 化率

52.8%と 総人 口の半数以 上が高齢者 となった超 高

齢 社会であ る。
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図3.高 知県人 口の社会動態の推 移

図2は 高知県 の1965(昭 和40)年 か ら2010(平

成22)年 の 自然動態(出 生数 、死亡数)の 推移 を、図

3は 社会動態(転 入数 、転出数)の 推移 を表 した

ものであ る。

高知県 は1990(平 成2)年 よ り死亡数が 出生数

を上回 る人 口自然減が続いてお り、2010年 は4,185

人 の自然減 とな ってい る。

社会動態 についてみ る と、2000(平 成12)年 ま

で は増減 を繰 り返 して いるが、2000年 以降転 出数

が転入数 を上回 る社会減が続いてい る。ま た、転
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入 数、転 出数 ともに年 々減 少 してお り、人 口の流

動性 が小 さくなってい る。

2010年 の高知県の人 口動 態は、①出生数が減少

し、②死亡数 は増加 、③ 転入数 の減 少、④転出数

の減 少がみ られ、今後 さらに人 口は減 少 し、高齢

化が進展す ると見込まれ る。

2.2将 来 の人 口構 造

戦後、 日本の社会 システムは あ らゆる面で 「成

長す ること」に価値 をおいて きた。 それは、特 に

経 済面において強調 され、家庭 、学校 、企業、行

政 な ど社 会 を構成 す るあ らゆる組織が成長す るこ

とを 目的に システム を編成 して きた。 そ して、 こ

の システムは労働 人 口が豊富な人 口構 成 を前提 に

して成 り立つ ものであった。

しか し少 産少死の人 口現象が続 くなかで、社会

の人 口構 造バ ランスが変化 し、経済成 長 を支 えて

きた社 会 システムが時代 の要請 に合わな くな って

い るとい うのが現在 の 日本の姿だ ろ う。
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資料:統 計局HP「 将来推計人ロデータ」より作成

図4.将 来 の 人 口構 造 バ ラ ン ス の変 化

図4は 日本の将来の人 口構 造バ ランス を推 計デ

ータに よ り表 した ものであ る
。将来推 計人 口とは、

全 国の将来の出生、死亡及び国際人 口移動につい

て仮 定を設 け、 これ らに基づいて我が国の将来の

人 口規模 並びに年齢構成 等の人 口構 造の推移 につ

いて推計 した ものである4)。

2010年 の65歳 以上人 口は0～14歳 人 口のお よ

そ1.8倍 であるが、1947年 ～1949年 生 まれ の 「団

塊 の世代 」すべてが65歳 を迎 える2015年 には約

2.3倍 と5年 で0.5ポ イ ン ト上昇す る。そ して彼 ら

が後期高齢者 とな る2025年 には3倍 を超 え、人 口

構 造は少 子高齢社 会が進 展す る。

高齢 化の大きな要因は①平均 寿命 の延伸に よる

高齢者人 口の増加 と、②少子化 の進行 による若年

人 口の減少で ある。

まず、少子化 の推移 は、2015年 か ら2025年 の

10年 間で0～14歳 人 口は約20%減 とな り、2025

年か ら2035年 の10年 で は約12%の 減少 となる。
一方高齢化 の進展 につ いて65歳 以上人 口の推移

をみ ると2015年 か らの10年 で約23%増 とな り、

2025年 か らの10年 は2.5%程 度 の増加 とな る。つ

ま り、2015年 か ら2025年 の10年 間 で少子化 と高

齢化が同時 に急 ピッチ で進む こ とが予想 され る。

この こ とは、 これ までの豊富 な労働人 口を前提

と した経済成長社会 システム が成 り立た な くなる

こ とを意味す る。つ ま り、国 内労働力が急速 に縮

小す るこ とで、 国民生産 も減少 し、 さらに、それ

に伴 って 国内消費市場 も縮小す るこ ととなる。経

済 の悪化 に ともない社会保障や社会サー ビスの レ

ベル も低下 して しま うよ うな悪循環 に陥 るこ とが

懸念 され る。

今 この社会 の転換期 を何 もせず先送 りして しま

えば、次世代 に大 きなつ けを回す こ とになるだ ろ

う。2025年 まで毎年数十万人 の人 口が減少す るこ

とを前提 に、今後起 こ りうる問題へ の準備 を急が

な ければ な らない。

そのた めに全 国に先駆 けて超高齢社会 を経験 し、

社会の半数以上 が高齢者 とな った社会 の現在 と過

去 を概観 し、将来 を検討 してお きたい。

3.物 部 町の概 要

ハ
ジ

図5.物 部町 の位置

高知県香美市物部町 は、旧香美郡物 部村 が2006

年3月1日 土佐 山田町 、香北町 と合併 し、香美市

物部町 となった。物部川上流、高知市の北東約40
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キ ロに位 置 し、その広 さは香美市全体の半分以上

を 占め る。総 面積 は291.07平 方 キロであ り(図5

参照)、 地域 面積 の約95%を 山林が 占める。 主な

産業は、林 業や柚 子の栽培 な どであ るが、木材 価

格 の低下や 高齢 化に よる後継者 不足な どによ り産

業 としての存続 が懸念 されてい る。

歴 史的には平安 期 よ り庄園がおかれ、 当時形成

された集 落が今 に受け継 がれてい る。 また、 この

地域 の特有の文化に陰陽道や古神 道の一つ と言わ

れ る"い ざなぎ流"が あ り、 これ まで に民俗 学や

歴 史学分野の研 究が多 くな されてい る。

3.1物 部 町 の人 口

平成22年 の国勢調 査に よると物部町の人 口は

2,255人 、世帯数 は1,122世 帯で、集 落数 は34集

落 とな ってお り、地域 全体 の 高齢化 と集 落 の過

疎 ・限界化が進 む地域 となってい る。

図6は1960(昭 和35)年 か ら2010(平 成22)

年 までの物 部町の人 口と人 口増減率(対 前回比)

の推移 を表 した図であ る。

物 部町の人 口は1960年 か ら現在 に至 るまでず

っ と減少 を続 けてい るが、増減 率 をみ る と、1960

年 か ら1970年 までは急激 な減 少 を してい る。その

後1970年 か ら2000年 までは減 少率は小 さくなっ

てい るが、2000年 以降再び減 少率は大 きくな って

い る。そ して、1960年 と2010(平 成22)年 の比率は

△79.6%と50年 の問 に8割 近い人 口が減少 してい

る。
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平成23年 度 高知県の集落調査データより作成

図6.物 部町 の人 口と人 口増減率 の推移

3.2物 部 町の高齢化
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図7は 物部町 の高齢化率の推移 を表 した もので

あ る。

物部町 の高齢化率は1970年 か ら1975年 の間 に

14%を 超 え、高齢社 会 とな り、1980年 に20.3%と

な り超高齢社会 に入 ってい る。

2010年 現在 の高齢化率 は52.8%と 既 に人 口の半

数以上が65歳 以上 の高齢者 となってお り、独居老

人世帯 も増加 してい る。
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図7.物 部町の高齢化 率の推 移

3.3集 落の状況

集 落人 口の50%以 上が65歳 以上にな ると集 落

の共同生活 を支 えて きた共同作業や冠婚葬祭等の

機 能 を失い、集落での生活 を維持で きなくな り、

やがて住民不在 となる5)と され る。

図8は 物部町集落の世帯別構成比 を表 した もの

で ある。物部町 の集落総数は2010年 現在 で34集

落 となっ てお り、その90%以 上が50世 帯未満 の

集落であ る。そ の うち最 も多 いのが9世 帯以下の

小規模 集落で、小規模 な集落 ほ ど高齢化が進展 し

てい るとい うこ とを考 え合わせ る と、集落機能が

著 しく低下 してい るこ とが予測 され る。

300世 帯以上29%

平成23年 度 高知県の集落調査データより作成

図8.集 落の世帯別構成比

すでに 「廃村 」とい う言葉 があった よ うに、2005

年以降活発 にな って きた限界集落や消滅集落 の問

題 は、近年 にな って急 に起 こった現象では な く、

..



高度 経済成 長期 よ り物 部町の よ うな 山間集 落では

過疎 問題 として認識 されていた社会現象であ る。

過 疎 とは、「農村 か ら人 口、特 に若年 層が流 出 し

て、地域 共同体の基礎 的なサー ビスで ある消防や

治安 をは じめ社会サー ビスが供給で きない状況 に

陥 る現象6)」 とされ、「過 疎 と過密 は急速な都 市化

現象 の表 と裏 であ り、いずれ も立場の違いは あれ

地域社 会の貧困であ る6)」(宮本,2006)。 その解消

には、 「大都 市への過度 の企業の集 中を抑制 して、

計画的な国土開発 をお こなわねばな らない。 その

ためには、直接 規制や 税制等 の政策誘導が必要6)」

(宮本,2006)と され る。

このような見解 のもと、これまで物部町でどのよ

うな政策が と られ、 どの よ うな地域 経営がな され

てきたのか、物部町の歴 史 を概観 しなが ら検 証 し

てみたい。

4.物 部町 の歴史

物部町 の歴 史は古 く、『和名類 聚抄註1』 の 中に

郡郷 部に大忍庄言12の名や 、物部町別役 にあ る小松

神社 が 「式 内社」註3と して 『延喜式』 の神名 帳 に

見 られ ることか ら、平安 期にはすでに地域形成が

始 まっていた と考 えられ る。

そ の後 も山林 を開墾 し、新 田 を開発 しな が ら

徐 々に地域 を拡大 し、食糧 の増産 とともに人 口も

拡 大 していった ことが推 測 され るが、人力 を中心

と した開発は人 口や社会構 造に大 きな影 響はな く、

明治にな り近代社 会に入 るまで比較的変化の少な

い社会であった と推 測で きる。

そ して、 この地域 の人 口構 造 に最 も大 きな影響

をあた えたのは、太平洋 戦争 とその後の高度経済

成長 であ り、以後地域 は大 きく変化 してい くこ と

とな る。

ここでは、地域 の形成 期 と戦後の変動期 を中心

に物 部町の歴 史的背景を概観 す る。

4.1地 域 形成 期

物部地域の中世における開発は、大忍庄を骨格

として新 田開発を基礎に庄域 を拡大 し、集落化 し

ている。 この時代の集落が現在の集落と重なるも

のがあるので、まずは大忍庄の新田開発について

先行研究をもとに概観す る。

図9は 神木哲男 「中世山間庄園における在地構

造一土佐国大忍庄 一」(1971)を もとに大忍庄の階

層構造を図に したものである。

年貢 本年貢・定米・国家銭・引出物銭・田

神木哲男 「中世山間庄園における在地構造
一土佐国大忍庄一」(1971)を もとに作成

図9.大 忍 庄 の 階層 構 造

庄園の持 ち主 である領主は京都 にお り、そ の領

有権は、 「鎌倉時代 に北条氏 、極楽寺、有栖川家 、

熊野社 との関係 がみ られ、南北朝初期 には熊野新

宮 の造営料所、室町 に入って は細川氏、京都 の臨

済宗寺院 の支配 が想定 され る」(世界大百科事典第

2版)が 、そ の根拠 としての明確 な史料 はな い註4。

鎌倉 ・室町期 の大忍庄 にはおお よそ荘官名、百

姓名合わせて10か ら15の 名 があった と考 え られ

てお り、その広 さも明確 な史料 はないが、本名 田 ・

新 田合わせて大 体1町3反 前後(約1.3ha)で あっ

た のではないか7)と され 、大忍庄全体 の本名 田 ・

新 田を合 わせ る と、多 く見積 もって も20ha弱 とい

うこ とに なる。大忍庄 と香美市 は同 じ枠組みで は

ないので、単純な比較はで きないが、2006年 時 の

香美市全 体の耕地面積 が1770haで あ るか ら、現在

か ら考 える とずいぶん小規模 な耕地 だった こ とが

わか る。

大忍庄 の統治 は在京領主の下 にある各名それぞ

れ に専 当、別役等下級荘官 に当た る名主がお り、

そ の下に一般農民で ある作人層が あ り、最下層 に

は名主、作人 の家 内労働力で あった極 めて隷属性

の高い下 人層が あった とされ る8)。

鎌倉期 か ら室町初期 にか けて、小規模で はある

が、各名単位 に開発が進 め られてお り、開発 され

た新 田は全部で はなく、一部 は名脇 を して安堵註5

されてい る。つ ま り、新 しく開発 された新 田の一

部 は開発 した作人 の所有 を認 めた と考 え られ る。

また、 自己所有 の新 田を含む小規模 な耕地が、

庄 内農民 間で売買、譲与 され てい る。大忍庄で は

この頃既 に貨幣 による売買が な され ていた ため、

土地の売買 も容 易に行 われた と推測 できる。

この よ うに して、在地領主で ある名主は 、作人

層 に多少 のイ ンセ ンテ ィブ を与 えるこ とで 、領民

の土地開発 を促進 し、領地 を拡大 してい った と考
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えられ る。

一方
、新たに開発 された新 田について神 木は 「名

脇 をみ とめ られた ものは、その新 田を核 として新

名 、あ るいは脇名 を形成 してい くもの と思われ る」

と してい る。

っ ま り、制約 はあったにせ よ作人層 で も新 田開

発を核 に して 「自己の農業経営の基盤 を強化 し、

独 立 した経営 主体 とな りうる契機 をつ かみ得 た

(8)」ので あ り、土地の売 買に よ り蓄財 を可能 に し

たのであ る。

しか しなが ら、人力での開墾 であ るか ら、大規

模 な開発 はで きなかっただ ろ うし、先 に述べた よ

うに一つの名の 田地面積 が大体1.3ha程 度であ り、

開発 規模 は0.1反 か ら3反 前後 と零細だった よ う

であ るか ら、経営基盤 は極 めて脆弱で あっただ ろ

うと推 測 され る。

この ことについて神 木は 「いずれに して も、 当

時の作人層 が、す でにみた名 田の分割 譲与、開発

を通 じて彼 らの農業経営の基盤 をわずかずつでは

あ るが強化 し、また 自立度 を高 めてい きっっ あっ

た とい うことは認 めて良いだ ろ う」8)と してい る。

作 人層 の 自立度 が高ま るにっれ、大忍庄の在地

構 造に も影響 す るよ うにな る。 律令制の崩壊 が私

有地であ る荘園を認 めた ことに始 まるの と同様 に、

大忍庄 も新 田開墾 奨励 のための私有地 を認 めた こ

とと、貨幣に よる流通が個 々の名主層 の蓄財 を容

易に した ことに よって、有力名 主の台頭 を促 し、

その後の内乱がシステムの弱体化 を招 くこととな

った。

応仁 の乱後、守護代 細川 勝益が去 り、管領細川

政 元が1507年 に没 してか らは、在地国人土豪達に

よる、封 建権力樹 立 を目指 した闘争が開始 され る

こととな るが、1575年 長 宗我部元親に よる国内統

一を もって終止符 が うたれた
。

なお、長 宗我部地検 帳に記 されてい る物部地域

(愼 山郷 と上韮生郷)の ヤ シキ数は、総計で277

　 (物部村 史)。2004(平 成16)年3月31日 現在

の物 部地域 の戸数は1383戸(総 務省報道資料)と

なってい る。

長 宗我 部氏滅 亡後は、 山内氏入国に よ り在 地の

武 士は知行 権 を没収 され百姓並 とされ るものの、

被 官 を許 され、村役 人 として起用 され る。江戸期

は これ ら村 役人に よ り地域 は管理 され、土地開発

や 作物栽培 の生産力 を発展 させ 、都 市部への重要

な食糧 ・原 料供 給地 となってい った。

4.2地 域 変動期

江　時代か ら明治時代への転換は、近代化の始

ま りであ り、社会システムの大きな転換であった。

廃藩置県による中央集権化、士農工商制の解体、

地租改正による税収の確保、殖産興業政策による

産業振興の推進、そ して教育面では学制を導入 し

て近代教育制度を構築 し、欧米の産業革命の成果

を受け入れる基礎を築いた。こうして、農業社会

か ら工業社会へ と社会を大きく拡大 し、近代化を

進展 していった。

この時期の物部地域の愼山地区の様子を概観す

る。

(以下、 「大栃 の歩み」9)よ り抜粋)

1868(明 治元)年 愼 山地区14村 に庄屋、大栃村

は庄屋 と大庄屋が置かれ ていた。

1869年 「明親館 」が大庄屋 屋敷に開設 され、受

教者 は40名 。

1871年 愼 山郷 の14村 が連合 して連合組合村 を

組織 し、組合村役所 を大栃 に置 く。村 内の関

所 を廃止。

1872年 明治政府 が学制 を発令。

「明親館」 を廃止、大栃小学校 を新設。

1880年 「改正教育令 」が出 され、町村主 体の運

営 か ら国 の管理統制 のも とに運営 され るこ

とになる。

大栃小学校 は課程が義務制 「3か 年」 にな

り、生徒数 は初等科40人 、 中等 ・高等 は

10人 内外。

1885年 小 学校校舎 を新 築、大栃派 出所 、大栃営

林署 を新設。前年 に引き続 き農村不況で飢

饅 が生 じた。

以上のように、物部地域のような山間集落でも

行政区の改変が行われ、学校が設置 されていった。

学校の整備は識字率の向上や共通の文化の醸成に

つながったと考えられ、以後の工業を中心 とした

社会での労働力の質を確保 し、産業振興の一助を

担ったのではないか と考えられる。

太平洋戦争終結後は、全国的に食糧難を緩和す

るため、山林原野で開墾の可能な土地を政府が買

い上げ、これを開拓希望者に売買 し、永住 して農

業に従事 させる方策が とられた。

物部地域でも1948年 に愼山村の上岡で23戸 が

20町 歩、上韮生村の光石で21　 が10町 歩の開墾

を予定 して入植 した。入植者は両地区共 「開拓農
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業協同組合 」に加 入 し、共同で資金 を借 り入れ、

上岡に小学校 も建設 したが、標 高の高 さ と土壌の

質、水の利 便性 な どに よる生産条件 と運搬や必要

物 資の入手な ど生活条件 の困難 さな ど種々の課題

を抱 えっっ年 月を経 る うちに、高度経済成長期 を

迎 え、 ライ フスタイルは変化 して地域 を離れ る者

が次第 に増 えていき、最後 に残 ってい た7戸 も

1961(昭 和36)年 、離農…補助 金を受 け取 り、土地

は村 に買い取って も らって全員が離農 し、両集 落

ともに無居 住集 落 となったlo)。

この頃か ら物 部地域 の人 口は急激 に減少す る。

当時、物 部地域 を出た住 人の一人は、人 口流出の

原因 と して、第一に学校 統合、第二 に農道の整備、

第三に用水路の整 備 を挙げてい る。 一人、二人 と

地域 を離 れ ることで、それまで共同で管理 してい

た農 道や 用水路の整 備がで きな くな るとい う悪循

環 が起 こ り、ついには住 めな くなった とい うこ と

にな る。 また、別 の元住 民は、物部地域での労働

や 生活の過 酷 さを言い、「もっ と早 く村 を出れば よ

かった」io)と述 べてい る。

当時の過 疎の要因は労働 力を吸収で きる産業が

地域 外にあった ことに加 え労働 の変化 に ともない

ライ フスタイル も変化 し、 よ り良い生活 を求 めて

地域 か ら人 口が流出 し、その結果集落維持が困難

とな り更な る人 口減少 を招いた ことに よる。

一方
、現在 の物 部地域集 落の多 くが限界集 落化

してい るが、現在の人 口減少要因は高齢化であ り、

高度 経済成 長期の人 口減 少 とは質的な違いが ある。

高度成長 期は労働 人 口が よ りよい生活 を求 めて

地域 か ら転 出 したのであ るが、現在 は若年層 の進

学 と高齢者 の要介護化 に よるものであ る。地域 に

暮 らす高齢者 は、で きれば今後 も地域 に住み続 け

たい と願 ってい る。 ゆえに、現在の物部地域集 落

の喫緊の課 題は、高齢 化率の高い集 落の維持 を ど

の よ うに補完 してい くか、 とい うことにな るので

はないだ ろ うか。

5.大 学生 の地域活動

物部町と同 じ香美市にある高知工科大学は設立

当時より地域貢献が期待 されている。2008年 にマ

ネジメン ト学部が設置され、地域活動に関する講

義 も充実 してきたことから、学生たちの地域貢献

意欲 も徐 々に高ま りを見せ、今年これまで地域活

動を行っていたグループが共同で 「地域交流推進

委員会」を立ち上げた。

一方
、高齢化率がすでに50%を 超える物部地域

でも地域の存続を願 う地域住民によってイベン ト

開催や地元産品を使った商品開発な どが以前より

行われてきたが、若者が少な く活動のメンバーも

年々高齢化 し、維持が危ぶまれるようになってき

た。

そ うした集落のひ とつである神池集落もイベン

トによる地域交流や地元中学校 と共同の地域活動

な ど様々な取 り組みを行ってきたが、やは り高齢

化によりイベン トの開催が負担になってきたとい

う状況があった。
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そ こで神池集落 の住民 の方 々 と学生た ちが一緒

に なって神池集落将来 のこ とを考 えてい きま しょ

う、 とい う地域交流活動が始 まった。

「ココイ コ!プ ロジェク ト」とい うのは、「地域

が学生に活動 の 「場」 を提供 し、学生 は新 しい視

点や科学 の視点 をもって地域 の方 々 と一緒 に地域

の こ とを考 えるこ とで学生 と住民双方 に学びが あ

るのでは ないか。地域 が"共 育"の 場 となって、

活性化につ なが るので はない か。だ か ら、何がで

きるかわ か らない けれ ど、まず は地域 に行 ってみ

よ うよ」 とい うプロジェク トである。

このプ ロジェク トの実施 について は、香美市ま

ちづ く り推進課 の方 々、高知県産業振興課 の地域

支援員の方 々の支援 と大学か らは活動資金等 の援

助 を受 け、今年5月 よ り活動 を開始 し、30名 を超

える学生 がこのプロジェク トへ の参加 を希望 した

こ とか らも、学生た ちのこ うした活動へ の意欲が

感 じられ 、今後 ます ます学生 たちの地域交流活動

が活発に なって い くもの と期待 され る。
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6.お わ りに

物部町の超高齢集落が投げかける課題は多岐にわ

たる。たとえば特産品である柚子農家の後継者問題、

耕作放棄地や廃屋など不在地主の問題、祭祀や伝統

文化の伝承の問題、道路や水源など集落維持に関す

る問題。そして介護や医療、独居老人の問題等そのほ

とんどが、中山間集落のほとんどの地域で直面してい

る問題であろう。

わが国全体の人口構造が超高齢社会へと転換する

中で、中山間集落の維持は極めて困難になることが予

測され、根本的な解決や問題の克服は望めないかもし

れない。

しかしながら、山間集落の人々は、自然と人との共生

した暮らしをその人生を通して体現し、伝統的に保持し

ている。

こうした地域に学生が入り地域の方々と交流し文化

を体験することは、彼らの成長につながるのではない

だろうか。また、彼らが地域で発見した課題や気づきが

地域にとっての活性化につながる可能性もある。学生

たちの活動が地域と学生の将来の可能性を広げるもの

になること期待している。

た、社会 ・風俗 ・制 度を知る史料として知られてい

る。承 平(931～938)年 中、醍醐 天皇の皇女勤子 内

親 王の命 によって撰進(広 辞苑参照)。

註2.大 忍庄(お おさとのしょう)は高知県香美市の大

半を占める庄 園で古代 の大忍郷が荘園化 した

ものであ る。愼 山川 を下 り香我美町 を とお り

岸 本漁港 にまで広 が る庄 園であ る。庄域 は明

確 ではないが、香我美 町、香北 町、物部町 を

含 む 山間地域 で、物部川 、香宗川 、東川 、夜

須川 等の河川 流域 を中心 と して耕 地が存在

してい るが、そのほとんどが山地林野で 占めら

れている 。庄 内は、北部を 占め る槙 山、南上

半部 を占め る東 川、下半部 を 占める西川 、そ

の他 若 干 の地 域 に分 かれ てお り、 本 研 究 の

対象 地域 であ る物 部町は、北部 の槙 山に当た

る。

註3式 内社(し きないしゃ)とは、延長5(927)年 にまと

められた延 喜式神 名帳(延 喜式 九巻 、十 巻)に

記載された神社一覧 のことで、全国に2861社 あ

る。

謝辞

「ココイ コ!プ ロジェ ク ト」の立 ち上 げに あた
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年 、ます ますの ご活躍 を楽 しみ に しています。

註1.和 名類聚抄(わ みょうるいじゅしょう)は 日本最初

の分類 体の漢和辞 書で、10巻 本 と20巻 本がある。

平安 時代 以前 の語彙 ・語音を知る資料として、ま

註4大 忍庄の領有権 については、その根拠 となる明

確 な資料がなく、他 にも鎌 倉期 に熊野 社、室町

期 に京都 の臨済宗 寺院とす る説(山 本大 「土佐

中世史の研 究」1967.),大 忍郷 が庄園化 し、それ

が鎌倉期 の当初 は得宗領 、後期 には極楽寺領 、

南北朝初期 は熊野新宮 の造影料所、室町期 に

入 る と細川管領家領 とい う変遷 をた どる(楠

瀬 慶 太,服 部英 雄"土 佐 国香 美郡 物 部村 南

池 ・仙頭 の地名 と生業",第8回 研究会土佐国

物 部 ・浦 戸 大湊 地 域 の現 地 調 査研 究 会,p.8,

1971.)と す る説 な どがあ る。

註5鎌 倉 ・室町時代 に、幕府 ・領主 な どが支配下

の武家 ・社寺 の所領 の知行(土 地 を治 めるこ

と)を 保証 し、承認す るこ と。 旧知行地 をそ

のま ま賜 るこ と。(広 辞苑参照)
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The Report of the Super-Aged Society
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Abstract: Japan has already become a super-aged society. The population aged 65 and older accounted for more than 

24.1 percent of the total population in 2012. An aging and decreasing population has the various impacts on social 

systems; it is inevitable that a society will be bringing about great changes in Japan. Kochi prefecture, in the southwest 

part of Japan has become a super-aged society in 1995. There are many mountain villages in Kochi prefecture and a few 

people, almost aged 65 and older, live in those villages. This report gives an account of the case study of the super-aged 

society model in Kochi prefecture.
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